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長門市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例等 

四つの条例改正について 

 

 

１．改正の趣旨 

令和６年８月８日、人事院は、国会及び内閣に対し、国家公務員の給与改定

に関する勧告及び報告を行いました。 

この中で人事院は、今年度の国家公務員の給与については、月例給､特別給

（ボーナス）のいずれも民間賃金を下回っていたことから、公務員の月例給を

令和６年４月に遡って改定することとし、人材確保の観点等を踏まえ、若年層

に重点を置いて、平均 3.0％引上げるとともに、特別給についても、0.10 月分

引き上げることとしました。 

これを受けて政府は、国家公務員の給与改定を勧告どおり改定することを決

定し、11 月 29 日、閣議決定されたところです。 

本市におきましても、これらの情勢を踏まえ、国に準じた内容で、長門市

一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正するものです。 

 

 

２．長門市一般職の職員の給与に関する条例の適用を受ける者に支給される月

例給及び特別給について 

国に準じ給料表の金額改定を行なうとともに、期末手当及び勤勉手当の年間

支給割合の引き上げを行うものです。 

（令和６年４月１日時点） 

職員数 平均年齢 
平均給与月額 

増減額 増減率 
改定前 改定後 

480 人 41 歳 5 月 337,701 円 348,135 円 10,434 円 3.09％ 

※平均給与月額は、給料、管理職手当、扶養手当、地域手当、住居手当、単身赴任手当。 

 

（１）給料表の改定について 

給料表の給料月額については、国に準じて改定をするものです。 
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（２）期末勤勉手当について 

年間の支給割合が 4.6 月分となるよう期末手当及び勤勉手当をそれぞれ

0.05 月分引き上げ、次のとおり改定するものです。 

 手当 

支給期 
期末手当 勤勉手当 合  計 

６月期 
1.225 月→1.25 月 

（0.675 月→0.7 月） 

1.025 月→1.05 月 

（0.5 月） 

2.25 月→2.3 月 

（1.175 月→1.2 月） 

12 月期 
1.225 月→1.25 月 

（0.675 月→0.7 月） 

1.025 月→1.05 月 

（0.5 月） 

2.25 月→2.3 月 

（1.175 月→1.2 月） 

合計 
2.45 月→2.50 月 

（1.35 月→1.4 月） 

2.05 月→2.10 月 

（1.00 月） 

4.5 月→4.6 月 

（2.35 月→2.4 月） 

※下段（  ）内は、定年前再任用短時間勤務職員 

 

（３）所要額 

＜一般職員：480 人（再任用職員含む。）＞ 単位：千円 

    科目 

会計 
給料 地域手当 期末勤勉手当 共済費 計 

一般 49,728 51 33,823 6,780 90,382 

国民健康保険 0 0 0 0 0 

湯本温泉 115 0 79 15 209 

介護保険 908 0 536 103 1,547 

後期高齢者医療 51 0 62 12 125 

水道事業 3,220 0 2,314 536 6,070 

下水道事業 894 0 1,020 202 2,116 

合  計 54,916 51 37,834 7,648 100,449 
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３．長門市長等の給与に関する条例の適用を受ける者に支給される期末手当に

ついて 

年間の支給割合が 3.45 月分となるよう期末手当を 0.05 月分引き上げ、次の

とおり改定するものです。 

手当の別 

支給期 
期末手当 

６月期 1.70 月分 → 1.725 月分 

12 月期 1.70 月分 → 1.725 月分 

合計 3.40 月分 →  3.45 月分 

 

４．一般職の任期付職員の採用等に関する条例の適用を受ける特定任期付職員

の期末手当について 

（１）国家公務員の特定任期付職員と同水準とするため、年間の支給割合が 3.45

月分となるよう期末手当支給月数を改定するものです。 

（２）本市には、現在、特定任期付職員として採用された者がいないため、改

正による影響はありません。 

 

５．会計年度任用職員の給与等に関する条例の適用を受ける会計年度任用職員

の給与（報酬）、期末手当及び勤勉手当について 

一般職の給料表改定に準じて給料（報酬）単価を改定するとともに、期末手

当及び勤勉手当の年間支給割合の引き上げを行うものです。 

 

６．施行期日 

公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用します。ただし、５につい

ては、パートタイム会計年度任用職員で１週間当たりの勤務時間が少ない者と

して規則で定める職員は令和７年４月１日から施行します。 
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